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〔論 文〕 
製品原価計算とスループット会計 
佐 藤 康 男 
は し が き ― 本稿までの経緯 ― 
筆者はこれまで T O C (Theory of Constraints) 
に関する論文を 3 本発表してきた｡ 最初の論文
は ｢制約条件の理論 ― 管理会計的アプローチ｣ 
(2005年) では, T O C が提唱されるに至った経
緯と T O Cそのものの内容を紹介するものであ
った｡ 
T O C の最初の提唱者はイスラエルの物理学
者であるゴールドラット (Eliyahu M. Goldratt) 
であったが, 当初は生産管理に応用される生産
スケジューリングのソフトの開発であった｡ そ
のソフトは ｢Optimaized Production Technology 
(O P T)｣ と呼ばれ, アメリカの大企業に採用さ
れた｡ この時点では会計, とくに管理会計とは
接点がなかった｡ 














車メーカーの G M などをあげることができる｡ 
しかし, 1980年代になるとトヨタかんばんシス
テムが欧米に広がる一方, 80年代後半には A B 
C (Activity Based Costing) がクーパー＆キャプ
ラン (Kooper & Kaplan) によって提唱され, そ
の後20年間ぐらいはコンサルタント会社によっ
て新しい管理会計手法が次々と発表されるよう
になった｡ T O C もまさにこのような潮流に乗
って管理会計の分野に登場するようになったの
である｡ 
筆者が本誌に発表した第 2 の論文は ｢マネジ
メント・ダイナミックス ― Caspari の所説を中
心として｣ (2008年) である｡ 前述したように T 
O C を提唱したゴールドラットの最初の著書 
｢The Goal｣ をはじめ, その後に出版されたも
のにおいても T O Cの管理会計への具体的な応
用にはほとんどふれていない｡ 
T O C が発表されてからおよそ20年間にわた
って経営学と管理会計からアプローチされてき
たが, それは三つの特徴がみられる｡ 第 1 のア







T O C を組織の改善に役立つようにゴールドラ
ットの原理を拡張するグループである｡ すなわ
ち, コンサルタントが自分たちのクライアント
の従業員に対して T O Cを通じて教育するため
のプログラムを提供している｡ たとえば, T O 
C と A B C, S C M などとの融合を試みている論
文などは, その典型的なものである｡ 
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述した第 2 の論文を発表したのである｡ そこで
示された原価計算の事例を紹介しながら批判的
な検討を行っている｡ 








T O Cにもとづく全体的測定値アプローチ ― 制












考え方と一致している｣  (Thomas Corbett, 
Throuput Accounting, 1998, 訳書 p.88) 
Corbett のこのような主張を検証するために
筆者は ｢製品原価計算と制約条件会計｣ (2009







ている｡ 前半は第 2 の論文で示された全体的測
定値アプローチが最小原価アプローチよりすぐ
れているという点を考察している｡ そこでは







さて, 本稿もまた第 2 , 第 3 の論文の続編と




スループット  (Throughput) という用語は , 
いうまでもなく T O Cの提唱者であるゴールド
ラットによって使用されたものである(1)｡ しか











価計算と T O Cの関係を展開している｡ そこで
はスループットを計算する公式をつぎのように
掲げている｡ 
Tu ＝ p － TVC 
ここで：Tu ＝ 製品 1 単位当たりのスルー
プット 
 p ＝ 製品 1 単位当たりの販売価
格 
 TVC ＝ 純変動費, 製品の販売が増
えるごとに変化する費用 
(たとえば, 原材料費) 
彼は T O Cの評価尺度についてはゴールドラ
ットの定義を踏襲している｡ したがって, スル
ープット (T) と投資 (I) は業務費用 (O E) で





る金額｣ としており, 企業の建物, 土地, コン
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かし, 別の工程の生産能力は 7 個分しかないの
で,  1 時間当たり 3 個分の工程仕掛りが生じる
という｡ 前者は多分, 原材料の在庫分のことを
指していると思われる｡ 
｢業務費用 (O E) は, システムが投資をスル
ープットに変換するために支出する金額と定義
している｡ T O C では固定費とか変動費とか, 
あるいは直接費と間接費のような区分はせず, 
業務費用は総変動費 ― この用語を使用してい
ること自体矛盾している ― 以外の費用である｡ 
これら二つの尺度 (T, I, OE) と純利益 (NP), 
投資利益率 (ROI) との関係はつぎのようになる｡ 
 NP ＝ T － OE 
 ROI ＝ (T － OE) / I 
 ここで  T ＝ スループットの合計 
 OE ＝ 業務費用の合計 
 I ＝ 投資の合計 
(2) スループット会計 VS原価計算 
ここではコーベットの著書にある ｢スループ













ある企業は A, B, C, D の四つの工程をもって
おり, それぞれの工程で固有の設備を使用して
加工あるいは組立を行っている｡ この企業は 2 





製品 Rは RM1, RM2, RM3 という 3 種類の原材
料を使用しているが, RM1 は工程 B で 2 分間加
工され, 工程 Aで RM2 と組み立てられるが, 時
間は 6 分かかる｡ そして工程 B で 3 分間加工さ
れ, 最終的に RM3 の加工品と 7 分かけて組み立
てられる｡ したがって, 製品 R の材料費は＄45
であり, 製品 Sは RM3 と RM4 を使用し, 材料費
は＄42である｡ 
それぞれの工程には作業員がひとりずついて,  
1 日 8 時間 , 週 5 日間稼動するので週合計は
2,400分となる｡ 業務費用 (賃借料, 光熱費, 直
接労務費, 賃金) は＄12,000であり, これがこ
の工場の操業を維持するための総費用である(7)｡ 
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図－ 1 工程フロー 
 
 
工程 (設備) A, B, C, D の製品ごとの必要時間
は表－ 1 のようになっている｡ さて, ここで企
業はどのようなプロダクト・ミックスならば, 
利益が最大になるかを求めることになるが, そ
のために A B C とスループット会計で比較する
のである｡ 
 











必要時間 /  
稼働可能時間 
(％) 
A 780 390 1,170 48.8 
B 910 455 1,365 56.9 
C 1,040 1,820 2,860 119.2 
D 910 455 1,365 56.9 
 






集計され, その合計額が予定配賦率 ― たとえ
ば, 直接労務費や直接作業時間をベースとして 
― によってそれぞれの製造指図書別に配賦さ








製品 R 製品 S 
 
95ドル 





















































いない｡ A, B, C, D の四つの工程ではそれぞれ 
1 台ずつの設備を所有していると述べているが, 
工程フローでは A 工程が 2 回 ( 9 分), B 工程が 4 









ドライバー比率を求めている｡ それは表－ 2 に
示されている｡ 
 








製  造 4,730 設備稼働時間 160 29.5625 
品質検査 3,024 検査時間 40 75.60 
出  荷 4,246 重量 (ポンド) 4,000 1.0615 
 
つぎに, 製造活動費を製品に配賦することに
なるが, 製品 R と S の製造活動を求めると 
R ; 28分 (＝ 6 ＋ 7 ＋ 8 ＋ 7) 
S ; 24分 (＝ 3 ＋ 3.5 ＋ 14 ＋ 3.5) 
となる｡ これを時間の単位で表すと, R は0.467 
(＝ 28 ÷ 60), S は0.4 (＝ 24 ÷ 60) となるので 1 
個当たりの製造活動費用はつぎのようになる｡ 
R ; 0.467 × 29.5625 ＝＄13.81 





R ; 0.13 × 75.60 ＝＄9.83 
S ; 0.20 × 75.60 ＝＄15.12 
出荷活動； 
R ; 10 × 1.0615 ＝＄10.62 




が, 品質検査と出荷に要する製品 1 個当たりの
コストドライバーは示されていないのである｡ 
これについての詳細な検討は後述の ｢この事例




表－ 3 製品単位原価 (ドル) 
 R S 
直接材料費 45 42 
製   造 13.81 11.83 
品 質 検 査 9.83 15.12 
出   荷 10.62 2.12 
   合   計 79.26 71.07 
 
したがって, 製品 R の売価は＄95であるから
単位当たりの利益は＄15.74 (＝ 95 － 79.26) と
なり, 製品 S の利益は＄33.93 (＝ 105 － 71.07) 
となる｡ コーベッットはこの結果から利益率の




方である｡ したがって, 製品 S を130個生産す
ると, 工程 C では1,820分 (＝ 14 × 130) 使用す
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になる｡ したがって, この事例における A B C
アプローチの損益計算書はつぎのようになる｡ 
 
損 益 計 算 書 
 
 R S 合 計 
売 上 高 ＄6,840 ＄13,650 ＄20,490 
原材料費 3,240 5,400 8,700 
粗 利 益 3,600 8,190 11,790 
業務費用   12,000 
純 利 益   － 210 
 
この事例では赤字になるので, コーベットは
製品 R の生産・販売をやめて製品 S だけを制限
まで生産することを提案している｡ つまり, 工
程 C がボトルネックであるから , 171個 (＝ 




損 益 計 算 書 
 
売 上 高 ＄17,955 
原材料費 7,182 
粗 利 益 10,773 
業務費用   12,000 













ここでは制約条件の理論, すなわち T O C 分
析を行うが, そのためには A B C アプローチで
は使用しなかったデータが必要となる｡ それは
個々の製品のスループット (Tu) と工程 C の単
位利用時間である能力制約資源  (Capacity 
Constraint Resource: CCR), そして Tu / CCR の
数値である｡ 
製品RのTuは販売価格から純変動費 (T V C) 
である直接材料費を差し引いたものであるから
＄50 (＝＄95 －＄45) となる｡ 同じく製品 S の
Tu は＄63 (＝＄105 －＄42) となる｡ つぎに製
品 R の工程 C の C C R は 8 分であり, 製品 S は
14分である｡ したがって, Tu / CCR の値を求め
ると Rは6.25 (＝ 50 / 8), Sは4.5 (＝ 63 / 14) とな
る｡ 
この値の意味するところは希少資源 ― ここ









品 R と S の指標を比較すると, R の値が大きい
ので優先順位は A B C アプローチの場合と逆に
なる｡ 
さて, ここで最大利益をもたらすプロダク
ト・ミックスを求めることになるが, 製品 R を
市場の需要量を満たすだけ優先して生産・販売
をすることになる｡ 製品 R を130単位生産する
と, 工程 Cの使用時間は1,040 (＝ 130 × 8) 分と
なり, なお工程 C の稼動時間は1,360 (＝ 2,400 
－ 1,040) 分余っているので, その分で製品 Sを
97個生産できるので, 最大利益をもたらすプロ
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表－ 4 T O Cによる最大利益 (ドル) 
製品 ミックス 




Ｒ 130 43.3 6,500 






これは A B C アプローチに場合とはまったく
違う結果となっている｡ その理由は評価基準が
異なるからである｡ A B C アプローチでは単位
利益を用いており, スループット会計では Tu / 
CCR を採用しているからである｡ 前者は製品
原価に焦点を当てており, 後者はボトルネック
となっている工程 C に着目しているのである｡ 
どちらが正しいのであろうか｡ これについては
次の ｢事例の問題点｣ で明らかにしよう｡ 
(3) この事例の問題点 
ここではコーベットが掲げた事例の問題点を
明らかにしたいと思う｡ まず, 第 1 の問題点は
表－ 1 に示した必要時間 / 稼動時間 (％) の数
字である｡ 工程 A は48.8％, B は56.9％, D は
56.9％とキャパシティ2,400時間を大幅に下回
っている｡ それに対して, 工程 C は119.2％と
キャパシティ2,400時間を大幅に上回っている｡ 
この企業の販売能力は製品 R と S がそれぞれ
130個 / 週となっている｡ このような企業が果
たして存在するだろうか｡ 
工程 A は1,170時間だけ稼動して , 残りの
1,230 (＝ 2,400 － 1,170) 時間は何をしているの
であろうか｡ 同じように, 工程B, Dは残りの時
間1,035 (＝ 2,400 － 1,365) はどうなっているの
であろうか｡ 
それに対して, 工程 C は119.2％であるから, 
460 (＝ 2,860 － 2,400) 時間も週当たりキャパシ
ティを上回っている｡ この事例ではこの工程 C
が T O Cでいうボトルネックあるいはアルキメ
デス・ポイントになっている｡ T O C 会計ある
いは制約条件会計のモデルでは必ずこのような
極端な事例が用いられる｡ 
この企業の場合, 工程 C のキャパシティが不







前述したように, 工程 C を除く他の工程はキ













が, 表－ 2 で求めたコストドライバー比率を用い
て製品単位当たりのコストを決定していること




(2,400 × 4) ÷ 60 ＝ 160 
となっている｡ しかし, 実際に製品 R と S の生
産のために使用された設備稼働時間は70％ (＝ 










の検査時間は示されていない｡ 表－ 2 に示され
ているコスト・ドライバー比率は活動費用をキ
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いるので,  1 個当たり7.8分ということになる｡ 
また, 製品 S の単位当たり検査時間は0.20時間な
ので12分というこになる｡ したがって, これら二
つの製品の検査時間の合計はつぎのようになる｡ 
製品 R ; 7.8 × 130 ＝ 1,014 
製品 S ; 12 × 130 ＝ 1,560 
合  計 2,574 
この合計時間は表－ 2 で示したコストドライ






検査時間は40時間, すなわち 4 分の 1 なのに総
費用は前者は＄4,730で後者は＄3,024というの
は納得できないと思う｡ 
同じく出荷活動での製品 R の 1 個当たりの重
量は10ポンド, 製品 Sは 2 ポンドとされている｡ 
したがって, これら二つの製品の合計はつぎの
ようになる｡ 
製品 R ; 10 × 130 ＝ 1,300 
製品 S ; 2 × 130 ＝  260 


















これは製品 Rと Sの合計検査時間であるが, それ
を決定した根拠となるそれぞれの製品の単位当
たりの検査時間が示されていないので, 単純に製
品 R が20時間, S も20時間としよう｡ 両製品とも
130個生産するので単位当たり検査時間は 
20 ÷ 130 ＝ 0.15 
となるはずであるが, 事例では何の説明もなし






製品 R ; 10 × 130 ＝ 1,300 
製品 S ; 2 × 130 ＝  260 
つまり, 4,000ポンドのキャパシティに対して実際
は39％ (＝ 1,560 ÷ 4,000) しか使用されていない｡ 
したがって, 出荷単価は低く設定されている｡ し
かも, 製品 R と S の 1 個当たりの出荷費用の差額
はあまりにも大きい｡ 単位原価で見ると, 製品 R
の出荷費用は＄10.62であるのに対して, S は










(4) 事例 ― 原価計算の落とし穴(8) 
コーベットはもうひとつの事例によって現在
の原価計算の盲点を指摘しているので, それを紹
介し, 内容を吟味しよう｡ この会社は, 紳士用と
婦人用の 2 種類のシャツを生産しており, これら
以外の商品はつくっていない｡ 婦人用シャツは
裁断機で 2 分, 縫製機で15分かかる｡ また, 紳士用
シャツは裁断機で10分, 縫製機で10分必要とする｡ 
婦人用, 紳士用とも 1 週当たり120着の需要が
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あり, 婦人用の販売価格は 1 着当たり＄105であ
り, 紳士用は＄100である｡ 婦人用のシャツ 1 着
つくるのに原材料 1 (RM1 ; 生地) を＄45で購入し
なければならない｡ 紳士用は原材料 2 (RM2 ; 別の
生地) を使用するが, 購入価格は＄50である｡ 作
業工程は同じであるが, 作業時間は異なる｡ これ
らをまとめたものが表－ 5 である｡ 
 
表－ 5  
 婦人用シャツ 紳士用シャツ 
週の需要 (着) 120 120 
販売価格 (ドル) 105 100 
原材料価格 (ドル) 45 50 
裁断時間 (分) 2 10 
縫製時間 (分) 15 10 
合計時間 (分) 17 20 
 
それぞれの機械にはひとりずつの作業者がい
て,  1 日 8 時間, 週 5 日, 合計集2,400分稼動して
いる｡ それぞれの機械の価格と投資額は同じで
あり, 工場の操業を維持するための費用 (賃借



















必要時間 /  
稼働可能時間 
裁断機 240 分 1,200 分 1.440 分 60 ％ 
縫製機 1,800 分 1,200 分 3,000 分 125 ％ 
 


















売 上 高 ＄18,600 
原材料費 8,400 
粗 利 益 10,200 
業務費用 10,500 


















売 上 高 ＄20,400 
原材料費 9,600 
粗 利 益 10,800 
業務経費 10,500 

































































  婦人用  紳士用 
売上高  ＄5,400 (＝ 120 ×＄45)  ＄6,000 (＝ 120 × 50) 
必要時間  2,040分 (＝ 120 × 17)  1,200 (＝ 120 × 10) 
売上高 / 必要時間  ＄2.65  ＄5 
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あげている｡ いま, ＄1,000を投資すると, 婦人
用シャツの縫製時間を 1 分短縮することができ
るが, 裁断機では 3 分多くかかる機械の導入が


















売 上 高 ＄20,925 
原材料費 9,825 
粗 利 益 11,100 
業務費用 10,500 






































また, A B C (活動基準原価計算) は生産バッ
チ数, マーケットでのサービス活動, 生産技術
や生産方法の変更, 販売, 物流等々関連する変








合理であると指摘し, A B C をかなり強い調子
で批判している｡ 
お わ り に 
T O C 会計, 制約条件会計あるいはスループ
ット会計と呼ばれるタイトルの文献はかなり多
い｡ しかし, その内容を具体例で示しているの
は Caspari, Corbett の二人だけであろう｡ 本稿


















 (1) 正確にいうならば, この ｢スループット｣ とい


































 (8) Thomas Corbett (1998), 邦訳, 第 2 章 
 (9) Thomas Corbett (1998), 邦訳, pp.18－21 
(10) Thomas Corbett (1998), 邦訳, pp .22－25 
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